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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　各々が一つの基地局によって管理される複数のセルが存在するとともに、異なる複数の
無線システムが混在した無線通信環境において使用される無線装置であって、
　前記複数の無線システムが使用している周波数帯域から周波数ホッピング方式によって
共通制御チャネルを定期的に選択する選択手段と、
　前記周波数帯域における受信信号強度情報に基づいて、前記選択手段によって選択され
た共通制御チャネル上でキャリアセンスを行ない、前記選択された共通制御チャネルが未
使用である場合に前記選択された共通制御チャネルを用いてデータ通信用に用いられるデ
ータチャネルを選択するためのデータチャネル選択情報を定期的に送信する送信手段と、
　前記周波数帯域における受信信号強度を測定して前記選択された共通制御チャネルに関
する受信信号強度情報を生成し、その生成した受信信号強度情報を前記送信手段へ出力す
るとともに、当該無線装置が管理するセル内に存在する移動端末が前記データチャネル選
択情報を用いて決定したデータ通信用に用いるデータチャネルを定期的に前記移動端末か
ら受信する受信手段とを備える無線装置。
【請求項２】
　前記送信手段は、前記データチャネル選択情報をタイムフレーム単位で時分割方式を用
いて送信する、請求項１に記載の無線装置。
【請求項３】
　前記送信手段は、前記選択された共通制御チャネルが使用されている場合、当該タイム
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フレームにおける前記データチャネル選択情報の送信を停止し、次のタイムフレームにお
いて、前記選択手段が前記周波数ホッピング方式によって選択した共通制御チャネルを用
いて前記データチャネル選択情報の送信を試行する、請求項２に記載の無線装置。
【請求項４】
　前記選択手段は、前記共通制御チャネルのホッピングパターンを示すホッピングテーブ
ルを予め保持しており、前記ホッピングテーブルを参照して各タイムフレームごとに前記
共通制御チャネルを選択する、請求項１に記載の無線装置。
【請求項５】
　前記共通制御チャネルの総数をＮ（Ｎは、２以上の整数）個とし、同時に受信可能なチ
ャネル数が相互に異なる無線装置の個数をＧ（Ｇは、２以上の整数）個とし、前記同時に
受信可能なチャネル数をＢ１～ＢＧとすると、
　前記ホッピングテーブルは、
　各ホッピングパターンが一周期内で全てのチャネルを一度ずつ使用し、
　各時刻において、全てのホッピングパターンがそれぞれ異なるチャネルを使用し、
　Ｎ個の共通制御チャネルが番号順にＢＧ－１個ずつ（Ｎ／ＢＧ－１）個の１次チャネル
ブロックに分割され、前記ホッピングパターンが各１次チャネルブロックを交互に使用し
、
　Ｎ種類のホッピングパターンが番号順にＢＧ－１種類ずつ（Ｎ／ＢＧ－１）個の１次パ
ターングループに分割され、同一１次パターングループに属するパターンが各時点におい
て同一の１次チャネルブロックに属するチャネルを使用し、
　ｇ（ｇ＝１～Ｇ－２）次チャネルブロックを構成するＢＧ－ｇ個のチャネルが番号順に
ＢＧ－ｇ－１個ずつ（Ｎ／ＢＧ－ｇ－１）個の（ｇ＋１）次チャネルブロックに分割され
、前記ホッピングパターンが各（ｇ＋１）次チャネルブロックを交互に使用し、
　各ｇ次パターングループを構成するＢＧ－ｇ種類のホッピングパターンが番号順にＢＧ

－ｇ－１種類ずつ（Ｎ／ＢＧ－ｇ－１）個の（ｇ＋１）次パターングループに分割され、
同一（ｇ＋１）次パターングループに属するパターンが各時点において同一の（ｇ＋１）
次チャネルブロックに属するチャネルを使用する構造からなる、請求項４に記載の無線装
置。
【請求項６】
　各々が一つの基地局によって管理される複数のセルが存在するとともに、異なる複数の
無線システムが混在した無線通信環境において使用される無線通信システムであって、
　第１の無線装置と、
　前記第１の無線装置との間で無線通信を行なう第２の無線装置とを備え、
　前記第１の無線装置は、前記複数の無線システムが使用している周波数帯域から周波数
ホッピング方式によって共通制御チャネルを定期的に選択し、その選択した共通制御チャ
ネル上でキャリアセンスを行ない、前記選択した共通制御チャネルが未使用である場合に
前記選択した共通制御チャネルを用いてデータ通信用に用いられるデータチャネルを選択
するための第１のデータチャネル選択情報を定期的に前記第２の無線装置へ送信するとと
もに、前記第２の無線装置が前記第１のデータチャネル選択情報を用いて決定したデータ
通信用に用いるデータチャネルを定期的に前記第２の無線装置から受信し、
　前記第２の無線装置は、前記第１のデータチャネル選択情報を前記第１の無線装置から
定期的に受信し、その受信した第１のデータチャネル選択情報と、自己が観測した使用可
能なデータチャネルを示す第２のデータチャネル選択情報とを用いて、データ通信用に用
いるデータチャネルを定期的に決定し、その決定したデータチャネルを前記共通制御チャ
ネルを用いて前記第１の無線装置へ定期的に送信する、無線通信システム。
【請求項７】
　前記第１および第２の無線装置は、前記データチャネルを用いて時分割方式でデータフ
レームを相互に送受信する、請求項６に記載の無線通信システム。
【請求項８】
　前記第２の無線装置は、自己が属するセル以外のセルに属する第３の無線装置からデー
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タ通信用に用いられるデータチャネルを選択するための第３のデータチャネル選択情報を
受信し、前記第１から第３のデータチャネル選択情報を用いて前記データチャネルを決定
する、請求項６に記載の無線通信システム。
【請求項９】
　前記第２の無線装置は、自己が属するセル以外のセルにおいて用いられているチャネル
との衝突を回避して前記データチャネルを決定する、請求項６に記載の無線通信システム
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、無線装置およびそれを備えた無線通信システムに関し、特に、無線資源を
有効に利用可能な無線装置およびそれを備えた無線通信システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、逼迫する周波数資源を有効に利用する方法として、コグニティブ無線（Ｃｏｇｎ
ｉｔｉｖｅ　ｒａｄｉｏ）が注目を集めている（非特許文献１）。
【０００３】
　コグニティブ無線は、ヘテロジニアス型（非特許文献２）と周波数共用型（非特許文献
３）とに大別される。ヘテロジニアス型においては、コグニティブ無線機は、周辺で運用
されている複数の無線システムを認識し、各システムの利用度や実現可能な伝送品質に関
する情報を入手し、適切な無線システムに接続する。即ち、ヘテロジニアス型のコグニテ
ィブ無線は、周辺に存在する無線システムの利用効率を高めることにより、間接的に周波
数資源の利用効率を高めるものである。
【０００４】
　一方、周波数共用型においては、コグニティブ無線機は、他の無線システムが運用され
ている周波数帯域において、一時的、または局所的に利用されていない周波数資源（これ
は、ｗｈｉｔｅ　ｓｐａｃｅと呼ばれる）の存在を検知し、これを利用して信号伝送を行
なう。即ち、周波数共用型のコグニティブ無線は、ある周波数帯域における周波数資源の
利用効率を直接的に高めるものである。
【０００５】
　アンライセンスバンド、特に、ＩＳＭバンド（Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｍ
ｅｄｉｃａｌ　ｂａｎｄ）のように様々な無線システムが混在・共存している無線通信環
境においては、周波数資源を有効に利用することが重要である。
【０００６】
　無線システムが自律分散的に運用される場合、ホワイトスペース（ｗｈｉｔｅ　ｓｐａ
ｃｅ）は、周波数軸上で離散的に発生し、かつ、その位置が時々刻々と変化する。そのよ
うな状況下で、ホワイトスペース（ｗｈｉｔｅ　ｓｐａｃｅ）を効率的に利用するには、
時間と共に変化する周波数資源の利用状況を精度良く把握し、適切な送信周波数（周波数
チャネル）を選択してデータを伝送するダイナミックスペクトラムアクセス（ＤＳＡ：Ｄ
ｙｎａｍｉｃ　Ｓｐｅｃｔｒｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ）が必要である（非特許文献４）。
【先行技術文献】
【非特許文献】
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【非特許文献２】M. Inoue, K. Mahmud, H. Murakami, M. Hasegawa, and H. Morikawa, 
“Novel out-of-band signaling for seamless interworking between heterogeneous ne
tworks,” IEEE Wireless Commun., vol. 11, no. 2, pp. 56-63, April 2004.
【非特許文献３】阪口啓, 藤井威生, 小野文枝, 梅林健太, “コグニティブ MIMO メッシ
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、ＩＳＭバンドにおいて、ＤＳＡシステムを適用する場合、帯域全体の周波数の
利用効率の観点からＤＳＡシステムを導入したことによる衝突の発生、即ち、他のシステ
ムのスループットの低下を回避する必要がある。従って、ＤＳＡシステムをＩＳＭバンド
に適用した場合、どのようにして他の無線システムへの干渉を回避するかが問題となる。
【０００９】
　また、ＤＳＡシステム自体の送信機会を確保することも重要である。一般的に、ＤＳＡ
システムは、帯域内のホワイトスペース（ｗｈｉｔｅ　ｓｐａｃｅ）を利用して情報伝送
を行なう。このため、信号伝送の確実性と受信処理の容易さとの両立に向けて、送受信ノ
ード間で使用チャネルに関する情報を事前に交換しておく必要がある。
【００１０】
　様々な無線システムが独立に運用されているＩＳＭバンドでは、ホワイトスペース（ｗ
ｈｉｔｅ　ｓｐａｃｅ）が時々刻々と変化するため、ＤＳＡシステムにおいて周波数資源
の時間的な利用効率を高めるには、高々数ｍｓ程度の細かい周期で使用チャネルを動的、
かつ、適切に選択し、その情報を随時共有することが必須となる。
【００１１】
　しかし、ＩＳＭバンドには、ＤＳＡシステムが占有可能な周波数チャネルが存在しない
ため、チャネル選択情報を効率的に送受信ノード間で共有することが困難であるという問
題がある。
【００１２】
　そこで、この発明は、かかる問題を解決するためになされたものであり、その目的は、
他の無線システムへの干渉を回避しながらチャネル選択情報を効率的に共有可能な無線装
置を提供することである。
【００１３】
　また、この発明の別の目的は、他の無線システムへの干渉を回避しながらチャネル選択
情報を効率的に共有可能な無線装置を備えた無線通信システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　この発明によれば、無線装置は、各々が一つの基地局によって管理される複数のセルが
存在するとともに、異なる複数の無線システムが混在した無線通信環境において使用され
る無線装置であって、選択手段と、送信手段と、受信手段とを備える。選択手段は、複数
の無線システムが使用している周波数帯域から周波数ホッピング方式によって共通制御チ
ャネルを定期的に選択する。送信手段は、周波数帯域における受信信号強度情報に基づい
て、選択手段によって選択された共通制御チャネル上でキャリアセンスを行ない、選択さ
れた共通制御チャネルが未使用である場合に選択された共通制御チャネルを用いてデータ
通信用に用いられるデータチャネルを選択するためのデータチャネル選択情報を定期的に
送信する。受信手段は、周波数帯域における受信信号強度を測定して、選択された共通制
御チャネルに関する受信信号強度情報を生成し、その生成した受信信号強度情報を送信手
段へ出力するとともに、当該無線装置が管理するセル内に存在する移動端末がデータチャ
ネル選択情報を用いて決定したデータ通信用に用いるデータチャネルを定期的に移動端末
から受信する。
【００１５】
　好ましくは、送信手段は、データチャネル選択情報をタイムフレーム単位で時分割方式
を用いて送信する。
【００１６】
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　好ましくは、送信手段は、選択された共通制御チャネルが使用されている場合、当該タ
イムフレームにおけるデータチャネル選択情報の送信を停止し、次のタイムフレームにお
いて、選択手段が周波数ホッピング方式によって選択した共通制御チャネルを用いてデー
タチャネル選択情報の送信を試行する。
【００１７】
　好ましくは、選択手段は、共通制御チャネルのホッピングパターンを示すホッピングテ
ーブルを予め保持しており、ホッピングテーブルを参照して各タイムフレームごとに共通
制御チャネルを選択する。
【００１８】
　好ましくは、共通制御チャネルの総数をＮ（Ｎは、２以上の整数）個とし、同時に受信
可能なチャネル数が相互に異なる無線装置の個数をＧ（Ｇは、２以上の整数）個とし、同
時に受信可能なチャネル数をＢ１～ＢＧとすると、ホッピングテーブルは、各ホッピング
パターンが一周期内で全てのチャネルを一度ずつ使用し、各時刻において、全てのホッピ
ングパターンがそれぞれ異なるチャネルを使用し、Ｎ個の共通制御チャネルが番号順にＢ

Ｇ－１個ずつ（Ｎ／ＢＧ－１）個の１次チャネルブロックに分割され、ホッピングパター
ンが各１次チャネルブロックを交互に使用し、Ｎ種類のホッピングパターンが番号順にＢ

Ｇ－１種類ずつ（Ｎ／ＢＧ－１）個の１次パターングループに分割され、同一１次パター
ングループに属するパターンが各時点において同一の１次チャネルブロックに属するチャ
ネルを使用し、ｇ（ｇ＝１～Ｇ－２）次チャネルブロックを構成するＢＧ－ｇ個のチャネ
ルが番号順にＢＧ－ｇ－１個ずつ（Ｎ／ＢＧ－ｇ－１）個の（ｇ＋１）次チャネルブロッ
クに分割され、ホッピングパターンが各（ｇ＋１）次チャネルブロックを交互に使用し、
各ｇ次パターングループを構成するＢＧ－ｇ種類のホッピングパターンが番号順にＢＧ－

ｇ－１種類ずつ（Ｎ／ＢＧ－ｇ－１）個の（ｇ＋１）次パターングループに分割され、同
一（ｇ＋１）次パターングループに属するパターンが各時点において同一の（ｇ＋１）次
チャネルブロックに属するチャネルを使用する構造からなる。
【００１９】
　また、この発明によれば、無線通信システムは、各々が一つの基地局によって管理され
る複数のセルが存在するとともに、異なる複数の無線システムが混在した無線通信環境に
おいて使用される無線通信システムであって、第１および第２の無線装置を備える。第２
の無線装置は、第１の無線装置との間で無線通信を行なう。そして、第１の無線装置は、
複数の無線システムが使用している周波数帯域から周波数ホッピング方式によって共通制
御チャネルを定期的に選択し、その選択した共通制御チャネル上でキャリアセンスを行な
い、選択した共通制御チャネルが未使用である場合に、選択した共通制御チャネルを用い
てデータ通信用に用いられるデータチャネルを選択するための第１のデータチャネル選択
情報を定期的に第２の無線装置へ送信するとともに、第２の無線装置が第１のデータチャ
ネル選択情報を用いて決定したデータ通信用に用いるデータチャネルを定期的に第２の無
線装置から受信する。また、第２の無線装置は、第１のデータチャネル選択情報を第１の
無線装置から定期的に受信し、その受信した第１のデータチャネル選択情報と、自己が観
測した使用可能なデータチャネルを示す第２のデータチャネル選択情報とを用いて、デー
タ通信用に用いるデータチャネルを定期的に決定し、その決定したデータチャネルを共通
制御チャネルを用いて第１の無線装置へ定期的に送信する。
【００２０】
　好ましくは、第１および第２の無線装置は、データチャネルを用いて時分割方式でデー
タフレームを相互に送受信する。
【００２１】
　好ましくは、第２の無線装置は、自己が属するセル以外のセルに属する第３の無線装置
からデータ通信用に用いられるデータチャネルを選択するための第３のデータチャネル選
択情報を受信し、第１から第３のデータチャネル選択情報を用いてデータチャネルを決定
する。
【００２２】
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　好ましくは、第２の無線装置は、自己が属するセル以外のセルにおいて用いられている
チャネルとの衝突を回避してデータチャネルを決定する。
【発明の効果】
【００２３】
　この発明による無線装置は、制御情報の送受信に用いる共通制御チャネルを周波数ホッ
ピング方式によって定期的に選択し、その選択した共通制御チャネルが未使用である場合
に、その選択した共通制御チャネルを用いて、データ通信用に用いられるデータチャネル
を選択するためのデータチャネル選択情報を自己が管理するセル内の移動端末と定期的に
交換する。
【００２４】
　従って、この発明によれば、他の無線システムへの干渉を回避しながらチャネル選択情
報を効率的に共有できる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】この発明の実施の形態による無線通信システムの概略図である。
【図２】図１に示すアクセスポイントの構成図である。
【図３】図１に示す移動端末の構成図である。
【図４】この発明の実施の形態におけるチャネルの構成図である。
【図５】共通制御チャネルのタイムフレームの構成図である。
【図６】制御情報フレームの構成図である。
【図７】共通制御チャネルのホッピングパターンを示す図である。
【図８】アクセスポイントと移動端末との間でデータフレームの通信用に用いるデータチ
ャネルを共有する方法を説明するための図である。
【図９】第１周波数サブブロックにおけるチャネルの構成図である。
【図１０】無線通信システムの１つのセルに属するアクセスポイントおよび移動端末の動
作を説明するためのフローチャートである。
【図１１】式（３）によって表されるホッピングパターンを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明の実施の形態について図面を参照しながら詳細に説明する。なお、図中同一また
は相当部分には同一符号を付してその説明は繰返さない。
【００２７】
　図１は、この発明の実施の形態による無線通信システムの概略図である。この発明の実
施の形態による無線通信システム１００は、アクセスポイント（ＡＰ：Ａｃｃｅｓｓ　Ｐ
ｏｉｎｔ）１～ｉ（ｉは、２以上の整数）と、移動端末（ＭＳ：Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｔａｔ
ｉｏｎ）１１～１ｉとを備える。
【００２８】
　アクセスポイント１および移動端末１１は、セルＣ１内に配置される。アクセスポイン
ト２および移動端末１２は、セルＣ２内に配置される。以下、同様にして、アクセスポイ
ントｉおよび移動端末１ｉは、セルＣｉ内に配置される。
【００２９】
　そして、図１においては、図示されていないが、ＣＳＭＡ／ＣＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓ
ｅｎｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ　ｗｉｔｈ　Ｃｏｌｌｉｓｉｏｎ　Ａｖｏｉ
ｄａｎｃｅ）方式によって無線通信を行なうアクセスポイントおよび移動端末が存在し、
ＦＨ－ＳＳ（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ－Ｈｏｐｐｉｎｇ　Ｓｐｒｅａｄ　Ｓｐｅｃｔｒｕｍ）
方式によって無線通信を行なうアクセスポイントおよび移動端末も存在する。
【００３０】
　従って、アクセスポイント１～ｉおよび移動端末１１～１ｉは、ＣＳＭＡ／ＣＡ系の無
線システムおよびＦＨ－ＳＳ系の無線システム等の複数の無線システムが混在および共存
する無線通信環境において、後述する方法によって、時間と共に変化する周波数資源の利
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用状況を精度良く把握し、適切な送信周波数（周波数チャネル）を選択してデータを各セ
ルＣ１～Ｃｉ内で伝送する。即ち、アクセスポイント１～ｉおよび移動端末１１～１ｉは
、ＤＳＡシステムによってデータを各セルＣ１～Ｃｉ内で伝送する。
【００３１】
　なお、図１においては、各セルＣ１～Ｃｉ内には、１個のアクセスポイントと１個の移
動端末のみが図示されているが、実際には、各セルＣ１～Ｃｉ内には、複数の移動端末が
存在する。
【００３２】
　図２は、図１に示すアクセスポイント１の構成図である。アクセスポイント１は、アン
テナ１０１と、送信手段１０２と、受信手段１０３と、選択手段１０４と、ホッピングテ
ーブル１０５と、同期確立手段１０６とを含む。
【００３３】
　アンテナ１０１は、移動端末１１から制御情報フレームまたはデータフレームを受信し
、その受信した制御情報フレームまたはデータフレームを受信手段１０３へ出力する。ま
た、アンテナ１０１は、送信手段１０２から制御情報フレームまたはデータフレームを受
け、その受けた制御情報フレームまたはデータフレームを移動端末１１へ送信する。
【００３４】
　送信手段１０２は、同期確立手段１０６から受けるクロックに同期して動作する。そし
て、送信手段１０２は、アクセスポイント１の電源がオンされると、後述する８０個のチ
ャネルＣＨ１～ＣＨ８０の各々に関して受信手段１０３から受信信号強度情報を受け、そ
の受けた受信信号強度情報に基づきキャリアセンスを行ない、そのキャリアセンスの結果
を保持するとともに選択手段１０４へ出力する。その後、送信手段１０２は、常時、受信
手段１０３から受信信号強度情報を受け、その受けた受信信号強度情報に基づきチャネル
ＣＨ１～ＣＨ８０の各々におけるキャリアセンスを行ない、各チャネルＣＨ１～ＣＨ８０
の使用状況を検知して保持する。
【００３５】
　また、送信手段１０２は、後述するタイムフレーム単位で、制御情報フレームの送信に
用いる共通制御チャネルを選択手段１０４から受ける。この制御情報フレームは、移動端
末１１がデータの通信用に用いるデータチャネルを示すデータチャネル選択情報を含むフ
レームである。そして、送信手段１０２は、受信手段１０３から受けた受信信号強度情報
に基づいて共通制御チャネルでキャリアセンスし、その共通制御チャネルが他のアクセス
ポイントまたは移動端末によって使用されていない場合、データチャネル選択情報を含む
制御情報フレームを生成し、その生成した制御情報フレームを、そのタイムフレーム内で
時分割方式によって移動端末１１へ送信する。即ち、送信手段１０２は、ＣＳＭＡ／ＣＡ
方式およびＴＤＭＡ（Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）
方式によって制御情報フレームを移動端末１１へ送信する。
【００３６】
　一方、送信手段１０２は、その共通制御チャネルが他のアクセスポイントまたは移動端
末によって使用されている場合、制御情報フレームの移動端末１１への送信を停止し、次
のタイムフレーム内で制御情報フレームの移動端末１１への送信を試行する。
【００３７】
　更に、送信手段１０２は、移動端末１１がデータ通信用に使用予定であるデータチャネ
ルを受信手段１０３から受ける。そして、送信手段１０２は、データフレームを生成する
とともに、受信手段１０３から受けた受信信号強度情報に基づいて、受信手段１０３から
受けたデータチャネルでキャリアセンスし、未使用であるデータチャネルを用いてデータ
フレームを時分割方式で移動端末１１へ送信する。
【００３８】
　受信手段１０３は、アンテナ１０１を介して８０個のチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の各々
に関する受信信号強度情報を常時測定し、その受信信号強度情報を送信手段１０２へ出力
する。また、受信手段１０３は、アンテナ１０１から制御情報フレームまたはデータフレ
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ームを受ける。そして、受信手段１０３は、移動端末１１がデータ通信用に使用予定であ
るデータチャネルを制御情報フレームから取り出し、その取り出したデータチャネルを送
信手段１０２へ出力する。
【００３９】
　また、受信手段１０３は、データフレームをアンテナ１０１を介して移動端末１１から
受信し、その受信したデータフレームを送信手段１０２へ出力する。
【００４０】
　選択手段１０４は、同期確立手段１０６から受けるクロックに同期して動作する。そし
て、選択手段１０４は、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０の各々におけるキャリアセンスの結果
を送信手段１０２から受け、その受けたキャリアセンスの結果に基づいて、他のアクセス
ポイントが使用している割合が高い共通制御チャネルのグループを選択し、その選択した
グループに含まれる任意の１つの共通制御チャネルを初期の共通制御チャネルとして選択
する。
【００４１】
　その後、選択手段１０４は、タイムフレーム単位で、ホッピングテーブル１０５を参照
して、初期の共通制御チャネルをホッピングさせ、そのホッピングさせた共通制御チャネ
ルを送信手段１０２へ出力する。
【００４２】
　更に、その後、選択手段１０４は、次のタイムフレームにおいて、ホッピングテーブル
１０５を参照して、共通制御チャネルをホッピングさせ、そのホッピングさせた共通制御
チャネルを送信手段１０２へ出力する。
【００４３】
　ホッピングテーブル１０５は、共通制御チャネルのホッピングパターンを格納する。同
期確立手段１０６は、例えば、ＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ）衛星（図示せず）からＧＰＳ信号を受信し、その受信したＧＰＳ信号に基づいて
クロックを生成する。そして、同期確立手段１０６は、その生成したクロックを送信手段
１０２および選択手段１０４へ出力する。
【００４４】
　なお、図１に示すアクセスポイント２～ｉの各々も、図２に示すアクセスポイント１と
同じ構成からなる。
【００４５】
　図３は、図１に示す移動端末１１の構成図である。移動端末１１は、アンテナ１１１と
、送信手段１１２と、受信手段１１３と、チャネル決定手段１１４と、同期確立手段１１
５とを含む。
【００４６】
　アンテナ１１１は、アクセスポイント１およびアクセスポイント１以外のアクセスポイ
ントからデータチャネル選択情報を含む制御情報フレームを受信し、その受信した制御情
報フレームを受信手段１１３へ出力する。また、アンテナ１１１は、制御情報フレームま
たはデータフレームを送信手段１１２から受け、その受けた制御情報フレームまたはデー
タフレームをアクセスポイント１へ送信する。
【００４７】
　送信手段１１２は、同期確立手段１１５から受けたクロックに同期して動作する。そし
て、送信手段１１２は、受信手段１１３から受信信号強度情報を受け、その受けた受信信
号強度に基づいてチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の各々でキャリアセンスし、そのキャリアセ
ンスの結果を保持するとともにチャネル決定手段１１４へ出力する。
【００４８】
　また、送信手段１１２は、移動端末１１がデータ通信用に用いるデータチャネルをチャ
ネル決定手段１１４から受け、アクセスポイント１が制御情報フレームの送信に用いてい
る共通制御チャネルを受信手段１１３から受ける。
【００４９】
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　そうすると、送信手段１１２は、その受けたデータチャネルを示すデータチャネル選択
情報を含む制御情報フレームを生成し、その生成した制御情報フレームを共通制御チャネ
ルでアクセスポイント１へ送信する。
【００５０】
　更に、送信手段１１２は、データフレームを生成する。そして、送信手段１１２は、受
信手段１１３から受けた受信信号強度情報に基づいてデータの通信用に使用予定であるデ
ータチャネルでキャリアセンスし、未使用のデータチャネルを用いて、その生成したデー
タフレームを時分割方式でアクセスポイント１へ送信する。
【００５１】
　受信手段１１３は、アンテナ１１１を介して８０個のチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の各々
に関する受信信号強度情報を常時測定し、その受信信号強度情報を送信手段１１２へ出力
する。
【００５２】
　また、受信手段１１３は、移動端末１１が同時に受信可能なチャネル数（即ち、移動端
末１１の受信帯域幅）でアンテナ１１１を介してフレームの到来検出を行ない、アクセス
ポイント１またはアクセスポイント１以外のアクセスポイントからデータチャネル選択情
報を含む制御情報フレームを受信し、その制御情報フレームを受信したときのチャネルを
共通制御チャネルとして検出する。そして、受信手段１１３は、その検出した共通制御チ
ャネルを送信手段１１２へ出力するとともに、その受信した制御情報フレームをチャネル
決定手段１１４へ出力する。
【００５３】
　更に、受信手段１１３は、移動端末１１の受信帯域幅でフレームの到来検出を行ない、
データフレームを受信し、その受信したデータフレームを送信手段１１２へ出力する。
【００５４】
　チャネル決定手段１１４は、同期確立手段１１５から受けたクロックに同期して動作す
る。そして、チャネル決定手段１１４は、データチャネル選択情報を含む制御情報フレー
ムを受信手段１０３から受け、各チャネルＣＨ１～ＣＨ８０におけるキャリアセンスの結
果を送信手段１１２から受ける。そうすると、チャネル決定手段１１４は、データチャネ
ル選択情報および各チャネルＣＨ１～ＣＨ８０におけるキャリアセンスの結果に基づいて
、移動端末１１がデータ通信用に用いるデータチャネルを決定し、その決定したデータチ
ャネルを送信手段１１２へ出力する。
【００５５】
　同期確立手段１１５は、上述した同期確立手段１０６と同じ方法によってクロックを生
成し、その生成したクロックを送信手段１１２およびチャネル決定手段１１４へ出力する
。
【００５６】
　なお、図１に示す移動端末１２～１ｉの各々も、図３に示す移動端末１１と同じ構成か
らなる。
【００５７】
　図４は、この発明の実施の形態におけるチャネルの構成図である。この発明の実施の形
態においては、２４０２ＭＨｚ～２４８１ＭＨｚの周波数帯域が用いられる。そして、チ
ャネルＣＨ１～ＣＨ８０は、それぞれ、２４０２ＭＨｚ～２４８１ＭＨｚの中心周波数か
らなり、１ＭＨｚの信号帯域幅を有する。
【００５８】
　また、共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ１６は、チャネル番号の末尾が“１”または
“６”となる１６個のチャネルからなる。なお、これらの周波数は、当該周波数帯におい
て運用されるＩＥＥＥ８０２．１１の無線ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒ
ｋ）が使用する送信周波数と同一である（但し、共通制御チャネルＣＣＨ１，ＣＣＨ２，
ＣＣＨ１６の周波数を除く）。
【００５９】
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　８０個のチャネルＣＨ１～ＣＨ８０のうち、１６個の共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣ
Ｈ１６は、制御情報フレームの送信に優先的に用いられ、残りの６４個のチャネルは、デ
ータフレームの送信に用いられる。
【００６０】
　なお、制御情報フレームの送信に用いられていない共通制御チャネルは、一時的にデー
タフレームの送信に利用可能である。
【００６１】
　図５は、共通制御チャネルのタイムフレームの構成図である。タイムフレームは、５ｍ
ｓの長さを有する。そして、タイムフレームは、センシング期間と、４個のダウンリンク
ＤＬ１～ＤＬ４と、４個のアップリンクＵＬ１～ＵＬ４とからなる。
【００６２】
　４個のダウンリンクＤＬ１～ＤＬ４および４個のアップリンクＵＬ１～ＵＬ４の各々は
、スロットを構成する。
【００６３】
　センシング期間は、２００μｓの長さを有し、４個のダウンリンクＤＬ１～ＤＬ４およ
び４個のアップリンクＵＬ１～ＵＬ４の各々は、６００μｓの長さを有する。
【００６４】
　センシング期間の長さが２００μｓに設定されるのは、次の理由による。ＩＥＥＥ８０
２．１１ａまたはＩＥＥＥ８０２．１１ｇのＥＲＰ－ＯＦＤＭにおいて、初回のデータフ
レームの送信を開始するために必要な最大待機時間（ＤＩＦＳ＋コンテンションスロット
の長さ×ＣＷｍｉｎ）である１６９μｓよりもセンシング期間の長さを長くすることによ
って、ＤＳＡシステムと同一周波数帯域を共用する無線ＬＡＮの送信機会を可能な限り奪
わないようにするためである。
【００６５】
　センシング期間は、各周波数チャネルＣＨ１～ＣＨ８０における利用状況の観測に用い
られる。
【００６６】
　また、４個のダウンリンクＤＬ１～ＤＬ４および４個のアップリンクＵＬ１～ＵＬ４の
各々は、制御情報の伝送に用いられる。
【００６７】
　より具体的には、３個のアップリンクＵＬ１～ＵＬ３および３個のダウンリンクＤＬ１
～ＤＬ３は、次のタイムフレームにおけるデータ送信ノードおよび受信ノードの指定と、
その際に使用される周波数チャネルの選択情報の交換に用いられる。
【００６８】
　この場合、各セルＣ１～Ｃｉは、アップリンクおよびダウンリンクの両方において同一
の共通制御チャネル上の同一番号のスロットをそれぞれ選択して使用する。従って、最大
で、４８セル（＝１６×３）が近傍で同時に運用可能である。
【００６９】
　また、セルＣ１～Ｃｉの各々は、タイムフレームごとに使用する共通制御チャネルを後
述するホッピングパターンに従って変更し、同時に使用するスロット番号をインクリメン
トする。これは、被干渉発生確率を周波数方向および時間方向において平均化することに
よって、一部の周波数チャネルが他の無線システムによって占有されている場合において
も、セル間で制御情報の送信機会の公平性を確保するためである。
【００７０】
　アップリンクの第４スロットであるＵＬ４は、データを伝送するために選択されたチャ
ネルを示すチャネル選択情報以外の制御情報（例えば、移動端末からアクセスポイントへ
の位置登録要求およびコネクション確立要求等）の伝送に用いられる。
【００７１】
　この場合の多元接続は、同一の共通制御チャネルを使用する各セルＣ１～Ｃｉ内におけ
るランダムアクセスとする。
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【００７２】
　また、ダウンリンクの第４スロットであるＤＬ４は、複数個（２０～３０個程度）のタ
イムフレームによってスーパータイムフレームを構成し、報知チャネル、位置登録確認、
ページングおよびコネクション確立確認等の伝送に用いられる。その際、同一の共通制御
チャネルを用いるセル間の多元接続は、タイムフレームを単位とするＴＤＭＡによって実
行される。
【００７３】
　図６は、制御情報フレームの構成図である。制御情報フレームＣＴＬＦは、５４４μｓ
の長さを有し、プリアンブルと、物理ヘッダと、データとからなる。
【００７４】
　プリアンブルは、２０４．８μｓの長さを有し、制御情報フレームＣＴＬＦの先頭に設
定される。物理ヘッダは、４１．６μｓの長さを有し、プリアンブルに続いて設定される
。データは、２９７．６μｓの長さを有し、物理ヘッダに続いて制御情報フレームＣＴＬ
Ｆの最後部に設定される。
【００７５】
　ガードタイム１は、２４μｓの長さを有し、制御情報フレームＣＴＬＦの前に設定され
る。ガードタイム２は、３２μｓの長さを有し、制御情報フレームＣＴＬＦの後に設定さ
れる。
【００７６】
　そして、ガードタイム１，２および制御情報フレームＣＴＬＦの全長は、１個のスロッ
トの長さに等しい６００μｓに設定されている。
【００７７】
　プリアンブルは、８個のショートプリアンブルＳＰ（Ｓｈｏｒｔ　Ｐｒｅａｍｂｌｅ）
と、２個のロングプリアンブル（Ｌｏｎｇ　Ｐｒｅａｍｂｌｅ）とからなる。
【００７８】
　８個のショートプリアンブルＳＰの各々は、８シンボルの長さを有し、２個のロングプ
リアンブルの各々は、３２シンボルの長さを有する。その結果、プリアンブルは、１２８
シンボル（＝２０４．８μｓ）の長さを有する。
【００７９】
　ショートプリアンブルＳＰは、自動利得制御ＡＧＣ（Ａｕｔｏ　Ｇａｉｎ　Ｃｏｎｔｒ
ｏｌ）の調整および周波数オフセットの補償に用いられる。なお、本フォーマットにおけ
る最大許容周波数オフセットは、７．８ｐｐｍに設定される。
【００８０】
　ロングプリアンブルは、残留周波数オフセットの補償、受信タイミング同期、および伝
搬路の推定に用いられる。
【００８１】
　物理ヘッダは、レートと、予約と、長さと、パリティと、テイルとからなる。レートは
、６ビットの長さを有し、予約は、１ビットの長さを有し、長さは、１２ビットの長さを
有し、パリティは、１ビットの長さを有し、テイルは、６ビットの長さを有する。その結
果、物理ヘッダは、２６シンボル（＝４１．６μｓ）の長さを有する。
【００８２】
　レートは、変調方式、符号化率および送信アンテナ数を示す。長さは、シンボル長（＝
１．６μｓ）を単位としてデータ部の長さを示す。テイルは、既知のビットである“０”
が設定される。
【００８３】
　なお、長さが１２ビットの長さを有するのは、１２ビットの長さがタイムフレームの長
さ（＝５ｍｓ）の表現に必要な最小ビット数であるからである。
【００８４】
　データは、サービスと、タイプと、サブタイプと、ＡＰ－ＩＤと、Ｔｘ－ＩＤと、Ｒｘ
－ＩＤと、Ｔｘ－ＢＷと、Ｒｘ－ＢＷと、マップと、ＣＲＣと、テイルとからなる。
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【００８５】
　サービスは、１６ビットの長さを有し、タイプは、８ビットの長さを有し、サブタイプ
は、８ビットの長さを有し、ＡＰ－ＩＤは、１６ビットの長さを有する。
【００８６】
　Ｔｘ－ＩＤおよびＲｘ－ＩＤの各々は、８ビットの長さを有する。Ｔｘ－ＢＷおよびＲ
ｘ－ＢＷの各々は、２ビットの長さを有する。マップは、８０ビットの長さを有し、ＣＲ
Ｃは、３２ビットの長さを有し、テイルは、６ビットの長さを有する。
【００８７】
　その結果、データは、１８６シンボル（＝２９７．６μｓ）の長さを有する。
【００８８】
　サービスは、デスクランブル用系列および予備ビットからなる。タイプおよびサブタイ
プは、フレームの種類を指定する。ＡＰ－ＩＤは、基地局（セル）の番号を示す。Ｔｘ－
ＩＤは、送信ノードのセル内ＩＤを示す。Ｒｘ－ＩＤは、受信ノードのセル内ＩＤを示す
。
【００８９】
　Ｔｘ－ＢＷは、送信ノードの受信帯域幅を示す。Ｒｘ－ＢＷは、受信ノードの受信帯域
幅を示す。マップは、使用周波数チャネルの選択状況を示す。ＣＲＣは、ＣＲＣ－３２パ
リティビットからなる。テイルは、チャネル復号器のトレリス終結用系列からなる。
【００９０】
　マップは、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０に対応付けて“１”または“０”を格納した構造
からなる。そして、“１”は、対応するチャネルが使用されていることを表し、“０”は
、対応するチャネルが未使用であることを表す。
【００９１】
　図７は、共通制御チャネルのホッピングパターンを示す図である。無線通信システム１
００においては、セルＣ１～Ｃｉ間で同期が保持されている。従って、共通制御チャネル
の全ホッピングパターンは、互いに衝突が発生しないように設計される。
【００９２】
　また、ＤＳＡシステムを用いる無線通信システム１００においては、データ伝送に際し
て複数のセル内において同時に動的チャネル選択が行なわれる。従って、近傍に位置する
セル内で用いられる共通制御チャネルは、セル間で情報を共有する観点から周波数軸上で
近接していることが望ましい。
【００９３】
　そこで、無線通信システム１００における共通制御チャネルのホッピングパターンｆｈ

ｏｐ（ｎ，ｊ）（ｎおよびｊは正の整数）は、次式によって表される。
【００９４】
【数１】

【００９５】
　式（１）において、［ｘ］は、ｘを超えない最大の整数を表す。
【００９６】
　式（１）によって表されるホッピングパターンを図示したものが図７に示すホッピング
パターンである。
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【００９７】
　ホッピングパターンの種類および周期は、共通制御チャネルの個数と同じ“１６”であ
り、各ホッピングパターンは、全ての共通制御チャネルを一周期内に一度ずつ使用する。
【００９８】
　１６個の共通制御チャネルは、２個の周波数ブロック１，２に分割される。また、周波
数ブロック１は、２個の周波数サブブロック１，２に分割され、周波数ブロック２は、２
個の周波数サブブロック３，４に分割される。
【００９９】
　ホッピングパターンに基づき使用する共通制御チャネルをホッピングさせると、２個の
周波数ブロック１，２が交互に使用され、２個の周波数サブブロック１，２が交互に使用
され、２個の周波数サブブロック３，４が交互に使用される。
【０１００】
　例えば、第１ホッピングパターンｆｈｏｐ（１，ｊ）を用いた場合を例にすると、選択
される共通制御チャネルＣＣＨは、第１ホップ（ｊ＝１）において、周波数ブロック１の
周波数サブブロック１に属している。そして、第２ホップ目で選択される共通制御チャネ
ルＣＣＨは、周波数ブロック２の周波数サブブロック３に属しており、第３ホップ目では
周波数ブロック１の周波数サブブロック２に、第４ホップ目では周波数ブロック２の周波
数サブブロック４にそれぞれ属している。
【０１０１】
　その結果、使用する共通制御チャネルＣＣＨとしては、周波数ブロック１，２が交互に
選択され、かつ、周波数ブロック１内では周波数サブブロック１，２が交互に選択され、
周波数ブロック２内では周波数サブブロック３，４が交互に選択されるようにホッピング
が行なわれる。
【０１０２】
　他のホッピングパターンｆｈｏｐ（２，ｊ）～ｆｈｏｐ（１６，ｊ）を用いた場合につ
いても同じである。
【０１０３】
　式（１）において、右辺第１項は、周波数ブロック１，２の選択を表し、右辺第２項は
、周波数サブブロック１，２および周波数サブブロック３，４の選択を表し、右辺第３項
は、周波数サブブロック１～４内の位置を表す。
【０１０４】
　第１ホッピングパターンｆｈｏｐ（１，ｊ）に基づき使用する共通制御チャネルＣＣＨ
を選択する場合、第１ホップ目では共通制御チャネルＣＣＨ１を選択する。この共通制御
チャネルＣＣＨ１は、周波数ブロック１の周波数サブブロック１内の１番目の位置に存在
する。そして、第２ホップ目では、周波数ブロック２の周波数サブブロック３内の１番目
の位置を選択する。この周波数サブブロック３内の１番目の位置は、共通制御チャネルＣ
ＣＨ９の位置であるので、使用する共通制御チャネルＣＣＨは、第２ホップ目で共通制御
チャネルＣＣＨ９へホッピングしたことになる。
【０１０５】
　以下、同様にして、使用する共通制御チャネルＣＣＨは、第３ホップ目で共通制御チャ
ネルＣＣＨ５へホッピングし、第４ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ１３へホッピング
し、第５ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ２へホッピングし、第６ホップ目で共通制御
チャネルＣＣＨ１０へホッピングし、第７ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ６へホッピ
ングし、第８ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ１４へホッピングし、第９ホップ目で共
通制御チャネルＣＣＨ３へホッピングし、第１０ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ１１
へホッピングし、第１１ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ７へホッピングし、第１２ホ
ップ目で共通制御チャネルＣＣＨ１５へホッピングし、第１３ホップ目で共通制御チャネ
ルＣＣＨ４へホッピングし、第１４ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ１２へホッピング
し、第１５ホップ目で共通制御チャネルＣＣＨ８へホッピングし、第１６ホップ目で共通
制御チャネルＣＣＨ１６へホッピングする。
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【０１０６】
　その後、上述した第１ホップ目から第１６ホップ目が繰返し実行される。
【０１０７】
　その結果、使用する共通制御チャネルＣＣＨは、一周期（第１ホップ目から第１６ホッ
プ目）で１６個の共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ１６の全てにホッピングされる。
【０１０８】
　他のホッピングパターンｆｈｏｐ（２，ｊ）～ｆｈｏｐ（１６，ｊ）を用いた場合につ
いても同様である。
【０１０９】
　また、ホッピングパターンは、４個の共通制御チャネルが番号順にグループ化され、各
グループは、各時間において単一の周波数サブブロックを使用する。
【０１１０】
　更に、ホッピングパターンは、時間方向にも、４ブロックに分割され、各時間ブロック
は、互いに周波数サブブロック内で巡回シフトを行なったものに相当する。即ち、同一グ
ループに属する各ホッピングパターンは、互いに巡回シフトの関係にある。
【０１１１】
　更に、周波数サブブロック１～４の各々に属する共通制御チャネルの個数は、アクセス
ポイント１～ｉおよび移動端末１１～１ｉが有する受信帯域幅のうち、最も狭い受信帯域
幅に従って決定される。また、周波数ブロック１，２の各々に属する共通制御チャネルの
個数は、アクセスポイント１～ｉおよび移動端末１１～１ｉが有する受信帯域幅のうち、
第２番目に狭い受信帯域幅に従って決定される。そして、周波数ブロック１，２の各々に
属する共通制御チャネルの個数は、周波数サブブロック１～４の各々に属する共通制御チ
ャネルの個数の整数倍であり、周波数ブロック１，２の全体に属する共通制御チャネルの
個数は、周波数ブロック１，２の各々に属する共通制御チャネルの個数の整数倍である。
【０１１２】
　図７に示すホッピングパターンにおいては、周波数サブブロック１～４の各々に属する
共通制御チャネルの個数は、２０ＭＨｚの受信帯域幅に従って４個と決定され、周波数ブ
ロック１，２の各々に属する共通制御チャネルの個数は、４０ＭＨｚの受信帯域幅に従っ
て８個と決定されている。そして、周波数ブロック１，２の各々に属する共通制御チャネ
ルの個数（＝８個）は、周波数サブブロック１～４の各々に属する共通制御チャネルの個
数（＝４個）の２倍であり、周波数ブロック１，２の全体に属する共通制御チャネルの個
数（＝１６個）は、周波数ブロック１，２の各々に属する共通制御チャネルの個数（＝８
個）の２倍である。
【０１１３】
　上述したホッピングパターンの特徴から、同一グループに属するホッピングパターンを
使用するセルの制御情報は、受信帯域幅が２０ＭＨｚ以上の無線装置を用いれば全て同時
に受信可能である。１つのグループに属する４個の共通制御チャネルが存在する周波数帯
幅は、２０ＭＨｚであるからである。
【０１１４】
　従って、近接セルのホッピングパターンが同一グループに属するように設定すれば、異
なるセル間における制御情報の共有が比較的に容易に行なえる。また、近接に位置する他
の無線システムのバックオフ処理の阻害も軽減され、これらのシステムのスループットの
低下を抑制できる。
【０１１５】
　無線通信システム１００においては、アクセスポイント１～ｉおよび移動端末１１～１
ｉは、相互に異なる受信帯域幅を有しているが、少なくとも２０ＭＨｚの受信帯域幅を有
する。そして、図１において、近接するセルＣ１～Ｃ３およびセルＣｉ－１，Ｃｉ等は、
ホッピングパターンが同一のグループに属する共通制御チャネルが設定される。
【０１１６】
　アクセスポイント１～ｉの各々において、ホッピングテーブル１０５は、図７に示すホ
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ッピングパターンを保持している。従って、アクセスポイント１～ｉの各々において、選
択手段１０４は、図７に示すホッピングパターンを参照して、各タイムフレームにおいて
使用する共通制御チャネルを選択する。
【０１１７】
　図８は、アクセスポイント１～ｉと移動端末１１～１ｉとの間でデータフレームの通信
用に用いるデータチャネルを共有する方法を説明するための図である。なお、図８におい
ては、セルＣ１に属するアクセスポイント１と移動端末１１との間でデータフレームの通
信用に用いるデータチャネルを共有する方法について説明する。
【０１１８】
　アクセスポイント１の選択手段１０４は、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０の各々におけるキ
ャリアセンスの結果を送信手段１０２から受け、その受けたキャリアセンスの結果に基づ
いて、上述した方法によって、他のアクセスポイント２，３が使用している割合が高いグ
ループとして周波数サブブロック１を選択する。
【０１１９】
　そして、アクセスポイント１の選択手段１０４は、その選択した周波数サブブロック１
に属する共通制御チャネルＣＣＨ１をアクセスポイント１が使用する初期の共通制御チャ
ネルＣＣＨ＿ｉｎｉとして選択する。即ち、アクセスポイント１の選択手段１０４は、第
１ホップ目において共通制御チャネルＣＣＨ１を選択する。
【０１２０】
　アクセスポイント１の送信手段１０２は、選択手段１０４から共通制御チャネルＣＣＨ
１を受け、センシング期間１において、受信手段１０３から受けた受信信号強度情報に基
づいて共通制御チャネルＣＣＨ１上でキャリアセンスを行なう。
【０１２１】
　アクセスポイント１の送信手段１０２は、キャリアセンスの結果、共通制御チャネルＣ
ＣＨ１が未使用であれば、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０に対する使用状況を“１”または“
０”で示したマップ（＝データチャネル選択情報）を含む制御情報フレームＣＴＬＦ１を
生成し、その生成した制御情報フレームＣＴＬＦ１を共通制御チャネルＣＣＨ１を用いて
タイムフレームＴＦ１のスロット（＝ＤＬ１）で移動端末１１へ送信する。
【０１２２】
　そして、移動端末１１の受信手段１１３は、アンテナ１１１を介して共通制御チャネル
ＣＣＨ１～ＣＣＨ１６の周波数帯域（＝２４０２～２４８１ＭＨｚ）でフレームの到来検
出を行ない、制御情報フレームＣＴＬＦ１を共通制御チャネルＣＣＨ１で受信し、その受
信した制御情報フレームＣＴＬＦ１をチャネル決定手段１１４へ出力するとともに、制御
情報フレームＣＴＬＦ１を受信した共通制御チャネルＣＣＨ１を送信手段１１２へ出力す
る。
【０１２３】
　その後、移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、受信手段１１３から制御情報フレ
ームＣＴＬＦ１を受け、その受けた制御情報フレームＣＴＬＦ１のマップを参照して、ア
クセスポイント１が観測したチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況を取得する。また、移
動端末１１のチャネル決定手段１１４は、送信手段１１２が観測したチャネルＣＨ１～Ｃ
Ｈ８０の使用状況を送信手段１１２から受ける。
【０１２４】
　そうすると、移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、アクセスポイント１から受信
したチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況と、送信手段１１２から受けたチャネルＣＨ１
～ＣＨ８０の使用状況とに基づいて、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０から共通制御チャネルＣ
ＣＨ１～ＣＣＨ１６を除いた６４個のチャネルのうちの未使用なチャネルを移動端末１１
がデータフレームの通信用に用いるデータチャネルＤＣＨ＿１として決定する。そして、
移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、その決定したデータチャネルＤＣＨ＿１を送
信手段１１２へ出力する。
【０１２５】
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　その後、移動端末１１の送信手段１１２は、データチャネルＤＣＨ＿１をチャネル決定
手段１１４から受け、共通制御チャネルＣＣＨ１を受信手段１１３から受ける。そして、
移動端末１１の送信手段１１２は、データチャネルＤＣＨ＿１を含む制御情報フレームＣ
ＴＬＦ２を生成し、その生成した制御情報フレームＣＴＬＦ２を共通制御チャネルＣＣＨ
１を用いてタイムフレームＴＦ１のスロット（＝ＵＬ１）でアクセスポイント１へ送信す
る。
【０１２６】
　アクセスポイント１の受信手段１０３は、アンテナ１０１を介してフレームの到来検出
を行ない、共通制御チャネルＣＣＨ１で制御情報フレームＣＴＬＦ２を受信し、その受信
した制御情報フレームＣＴＬＦ２を送信手段１０２へ出力する。
【０１２７】
　そして、アクセスポイント１の送信手段１０２は、受信手段１０３から受けた制御情報
フレームＣＴＬＦ２に含まれるデータチャネルＤＣＨ＿１を検出し、移動端末１１がデー
タフレームの通信用に用いるデータチャネルがデータチャネルＤＣＨ＿１であることを検
知する。
【０１２８】
　これによって、データチャネルＤＣＨ＿１がアクセスポイント１および移動端末１１間
で共有される。
【０１２９】
　その後、アクセスポイント１および移動端末１１は、キャリアセンスによってデータチ
ャネルＤＣＨ＿１のうち、データフレームの送信時に未使用なチャネルを選択し、その選
択したチャネルを用いてデータフレームＤＴＦ１を時分割で相互に送受信する。
【０１３０】
　なお、移動端末１１の受信手段１１３は、アンテナ１１１を介して共通制御チャネルＣ
ＣＨ１～ＣＣＨ１６の周波数帯域（＝２４０２～２４８１ＭＨｚ）でフレームの到来検出
を行なった結果、制御情報フレームＣＴＬＦ１のみならず、他のセルＣ２に属するアクセ
スポイント２からの制御情報フレームＣＴＬＦ３を受信した場合、制御情報フレームＣＴ
ＬＦ１および制御情報フレームＣＴＬＦ３をチャネル決定手段１１４へ出力する。
【０１３１】
　そして、移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、制御情報フレームＣＴＬＦ１に含
まれるチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況と、制御情報フレームＣＴＬＦ３に含まれる
チャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況と、送信手段１１２から受けたチャネルＣＨ１～Ｃ
Ｈ８０の使用状況とに基づいて、上述した方法によってデータチャネルＤＣＨ＿１を決定
する。
【０１３２】
　これによって、セルＣ１に隣接するセルＣ２内で未使用なチャネルからデータチャネル
ＤＣＨ＿１を決定でき、セルＣ１，Ｃ２間で干渉を回避できる。
【０１３３】
　一方、アクセスポイント１の送信手段１０２は、センシング期間１における共通制御チ
ャネルＣＣＨ１でのキャリアセンスの結果、共通制御チャネルＣＣＨ１が使用中であれば
、タイムフレームＴＦ１における制御情報フレームＣＴＬＦの送信を停止する。
【０１３４】
　タイムフレームＴＦ１の終了後、アクセスポイント１の選択手段１０４は、同期確立手
段１０６からのクロックに同期してタイムフレームＴＦ２を検知すると、ホッピングテー
ブル１０５に格納されたホッピングパターン（図７参照）を参照して、タイムフレームＴ
Ｆ２において使用する共通制御チャネルとして共通制御チャネルＣＣＨ９を選択する。即
ち、使用する共通制御チャネルは、共通制御チャネルＣＣＨ１から共通制御チャネルＣＣ
Ｈ９へホッピングする。そして、アクセスポイント１の選択手段１０４は、その選択した
共通制御チャネルＣＣＨ９を送信手段１０２へ出力する。
【０１３５】
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　この場合、アクセスポイント１の選択手段１０４は、送信手段１０２がタイムフレーム
ＴＦ１において制御情報フレームＣＴＬＦを移動端末１１へ送信していない場合も、同様
にして共通制御チャネルＣＣＨ９を選択して送信手段１０２へ出力する。
【０１３６】
　アクセスポイント１の送信手段１０２は、共通制御チャネルＣＣＨ９を選択手段１０４
から受け、センシング期間２において、受信手段１０３から受けた受信信号強度情報に基
づいて共通制御チャネルＣＣＨ９でキャリアセンスする。そして、アクセスポイント１の
送信手段１０２は、共通制御チャネルＣＣＨ９が未使用であれば、チャネルＣＨ１～ＣＨ
８０に対する使用状況を“１”または“０”で示したマップ（＝データチャネル選択情報
）を含む制御情報フレームＣＴＬＦ４を生成し、その生成した制御情報フレームＣＴＬＦ
４を共通制御チャネルＣＣＨ９を用いてタイムフレームＴＦ２のスロット（＝ＤＬ２）で
移動端末１１へ送信する。
【０１３７】
　そして、移動端末１１の受信手段１１３は、アンテナ１１１を介して共通制御チャネル
ＣＣＨ１～ＣＣＨ１６の周波数帯域（＝２４０２～２４８１ＭＨｚ）でフレームの到来検
出を行ない、制御情報フレームＣＴＬＦ４を共通制御チャネルＣＣＨ９で受信し、その受
信した制御情報フレームＣＴＬＦ４をチャネル決定手段１１４へ出力するとともに、制御
情報フレームＣＴＬＦ４を受信した共通制御チャネルＣＣＨ９を送信手段１１２へ出力す
る。
【０１３８】
　その後、移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、受信手段１１３から制御情報フレ
ームＣＴＬＦ４を受け、その受けた制御情報フレームＣＴＬＦ４のマップを参照して、ア
クセスポイント１が観測したチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況を取得する。また、移
動端末１１のチャネル決定手段１１４は、送信手段１１２が観測したチャネルＣＨ１～Ｃ
Ｈ８０の使用状況を送信手段１１２から受ける。
【０１３９】
　そうすると、移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、アクセスポイント１から受信
したチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況と、送信手段１１２から受けたチャネルＣＨ１
～ＣＨ８０の使用状況とに基づいて、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０から共通制御チャネルＣ
ＣＨ１～ＣＣＨ１６を除いた６４個のチャネルのうちの未使用なチャネルを移動端末１１
がデータフレームの通信用に用いるデータチャネルＤＣＨ＿２として決定する。そして、
移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、その決定したデータチャネルＤＣＨ＿２を送
信手段１１２へ出力する。
【０１４０】
　その後、移動端末１１の送信手段１１２は、データチャネルＤＣＨ＿２をチャネル決定
手段１１４から受け、共通制御チャネルＣＣＨ９を受信手段１１３から受ける。そして、
移動端末１１の送信手段１１２は、データチャネルＤＣＨ＿２を含む制御情報フレームＣ
ＴＬＦ５を生成し、その生成した制御情報フレームＣＴＬＦ５を共通制御チャネルＣＣＨ
９を用いてタイムフレームＴＦ２のスロット（＝ＵＬ２）でアクセスポイント１へ送信す
る。
【０１４１】
　アクセスポイント１の受信手段１０３は、アンテナ１０１を介してフレームの到来検出
を行ない、共通制御チャネルＣＣＨ９で制御情報フレームＣＴＬＦ５を受信し、その受信
した制御情報フレームＣＴＬＦ５を送信手段１０２へ出力する。
【０１４２】
　そして、アクセスポイント１の送信手段１０２は、受信手段１０３から受けた制御情報
フレームＣＴＬＦ５に含まれるデータチャネルＤＣＨ＿２を検出し、移動端末１１がデー
タフレームの通信用に用いるデータチャネルがデータチャネルＤＣＨ＿２であることを検
知する。
【０１４３】
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　これによって、データチャネルＤＣＨ＿２がアクセスポイント１および移動端末１１間
で共有される。
【０１４４】
　その後、アクセスポイント１および移動端末１１は、キャリアセンスによってデータチ
ャネルＤＣＨ＿２のうち、データフレームの送信時に未使用なチャネルを選択し、その選
択したチャネルを用いてデータフレームＤＴＦ２を時分割で相互に送受信する。
【０１４５】
　なお、タイムフレームＴＦ２においても、移動端末１１の受信手段１１３は、アンテナ
１１１を介して共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ１６の周波数帯域（＝２４０２～２４
８１ＭＨｚ）でフレームの到来検出を行なった結果、制御情報フレームＣＴＬＦ５のみな
らず、他のセルＣ２に属するアクセスポイント２からの制御情報フレームＣＴＬＦ６を受
信した場合、制御情報フレームＣＴＬＦ５および制御情報フレームＣＴＬＦ６をチャネル
決定手段１１４へ出力する。
【０１４６】
　そして、移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、制御情報フレームＣＴＬＦ５に含
まれるチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況と、制御情報フレームＣＴＬＦ６に含まれる
チャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況と、送信手段１１２から受けたチャネルＣＨ１～Ｃ
Ｈ８０の使用状況とに基づいて、上述した方法によってデータチャネルＤＣＨ＿２を決定
する。
【０１４７】
　これによって、セルＣ１に隣接するセルＣ２内で未使用なチャネルからデータチャネル
ＤＣＨ＿２を決定でき、タイムフレームＴＦ２においてもセルＣ１，Ｃ２間で干渉を回避
できる。
【０１４８】
　一方、アクセスポイント１の送信手段１０２は、センシング期間２における共通制御チ
ャネルＣＣＨ９でのキャリアセンスの結果、共通制御チャネルＣＣＨ９が使用中であれば
、タイムフレームＴＦ２における制御情報フレームＣＴＬＦの送信を停止する。
【０１４９】
　それ以後、アクセスポイント１は、上述した動作を繰返し実行して各タイムフレームＴ
Ｆごとに共通制御チャネルＣＣＨをホッピングパターン（図７参照）に従って変更し、そ
の変更した共通制御チャネルＣＣＨを用いてチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況を含む
制御情報フレームＣＴＬＦを移動端末１１へ時分割で送信する。そして、移動端末１１は
、各タイムフレームＴＦごとに、上述した方法によってデータチャネルＤＣＨを決定して
アクセスポイント１へ送信する。これによって、アクセスポイント１および移動端末１１
は、各タイムフレームＴＦごとにデータチャネルＤＣＨを共有する。
【０１５０】
　なお、アクセスポイント２～ｉおよび移動端末１２～１ｉも、アクセスポイント１およ
び移動端末１１と同じ方法によってデータチャネルＤＣＨを共有する。
【０１５１】
　上述した方法によれば、データフレームの送信に先立って使用する周波数チャネルを各
セルＣ１～Ｃｉにおいて自律分散的に決定し、その情報が共通制御チャネル上で送受信ノ
ード（アクセスポイント１～ｉおよび移動端末１１～１ｉ）間で交換される。
【０１５２】
　この場合、効率的なデータフレームの伝送を実現するには、セル間のチャネル選択の競
合をいかに回避するかが重要となる。
【０１５３】
　そこで、この発明の実施の形態においては、各セルＣ１～Ｃｉが周波数チャネル選択情
報（＝制御情報フレームＣＴＬＦ中のマップ）の交換に用いている共通制御チャネルの番
号、スロット番号、およびホッピングパターンの番号に基づいて、チャネル選択の優先順
位を設定する。この場合、セルＣ１～Ｃｉ間の公平性および受信ノードの構成を考慮する
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。
【０１５４】
　以下、具体的に説明する。チャネルＣＨ１～ＣＨ８０のうち、共通制御チャネルＣＣＨ
１～ＣＣＨ１６を除く６４個のチャネルを周波数の低い順にデータチャネルＤＣＨ１～Ｄ
ＣＨ６４とする。
【０１５５】
　まず、８０個のチャネルＣＨ１～ＣＨ８０を２０個（４個の共通制御チャネルと１６個
のデータチャネル）ずつに分割し、周波数の低い順に第１～第４周波数サブブロックとす
る。これは、共通制御チャネルにおける周波数サブブロックをデータチャネルにも拡張し
たものである。
【０１５６】
　図９は、第１周波数サブブロックにおけるチャネルの構成図である。第１周波数サブブ
ロックにおいては、４個の共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ４および１６個のデータチ
ャネルＤＣＨ１～ＤＣＨ１６が存在する。
【０１５７】
　共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ４は、それぞれ、２４０２ＭＨｚ、２４０７ＭＨｚ
、２４１２ＭＨｚおよび２４１７ＭＨｚからなる。
【０１５８】
　データチャネルＤＣＨ１～ＤＣＨ１６は、それぞれ、２４０３ＭＨｚ、２４０４ＭＨｚ
、２４０５ＭＨｚ、２４０６ＭＨｚ、２４０８ＭＨｚ、２４０９ＭＨｚ、２４１０ＭＨｚ
、２４１１ＭＨｚ、２４１３ＭＨｚ、２４１４ＭＨｚ、２４１５ＭＨｚ、２４１６ＭＨｚ
、２４１８ＭＨｚ、２４１９ＭＨｚ、２４２０ＭＨｚ、および２４２１ＭＨｚからなる。
【０１５９】
　なお、第２～第４周波数サブブロックの各々は、図９に示す第１周波数サブブロックと
同じ構成からなり、第２周波数サブブロック以降は、各周波数サブブロックごとに、チャ
ネル番号に２０を、共通制御チャネル番号に４を、データチャネル番号に１６をそれぞれ
加えたものになる。
【０１６０】
　（１）同一周波数サブブロック内におけるチャネル選択優先順位
　データフレームの伝送時に周波数チャネルを選択するときの同一周波数サブブロック内
におけるチャネル選択の優先順位について第１周波数サブブロックを例にして説明する。
【０１６１】
　図９に示すように、各周波数サブブロックには、１６個のデータチャネルＤＣＨ１～Ｄ
ＣＨ１６が存在する。このうち、外側の共通制御チャネル（ＣＣＨ１およびＣＣＨ４）に
よって挟まれた１２個のデータチャネルＤＣＨ１～ＤＣＨ１２は、当該周波数サブブロッ
ク内の共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ４を使用している１２個のセル（４個の共通制
御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ４および３スロット（ＤＬ１，ＵＬ１；ＤＬ２，ＵＬ２；Ｄ
Ｌ３，ＵＬ３））に対して優先的に均等に配分される。
【０１６２】
　これは、無線通信システム１００においては、アクセスポイント１～ｉおよび移動端末
１１～１ｉが少なくとも４個の連続した共通制御チャネルの同時受信を行なえるように設
計されること、およびナイキスト周波数が２０ＭＨｚの受信機における帯域制限フィルタ
のロールオフの影響を考慮したものであるからである。
【０１６３】
　共通制御チャネルＣＣＨ４の外側に位置する４個のデータチャネルＤＣＨ１３～ＤＣＨ
１６に関しては、それぞれ、共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ４を使用しているセルに
対して優先的に与えられる。
【０１６４】
　そして、同一の共通制御チャネルを使用するセルが複数存在する場合、使用スロットの
若い順に優先的に与えられる。なお、無線通信システム１００においては、周波数チャネ
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ル選択情報（＝制御情報フレームＣＴＬＦ中のマップ）の交換に用いるスロット番号は、
タイムフレーム単位でインクリメントされるため、同一共通制御チャネルを用いるセル間
の公平性は、これによって確保される。
【０１６５】
　また、無線通信システム１００においては、未使用な共通制御チャネルも、データフレ
ームの伝送に用いられる。その場合、共通制御チャネルＣＣＨ１～ＣＣＨ４は、上述した
データチャネルＤＣＨ１３～ＤＣＨ１６と同じ方法によって優先的に配分される。
【０１６６】
　上述した指針に基づいてチャネル選択の優先順位を作成すると、表１に示すようになる
。
【０１６７】
【表１】

【０１６８】
　表１において、ａ－ｂは、第ａ共通制御チャネルの第ｂスロットを周波数チャネル選択
情報（＝制御情報フレームＣＴＬＦ中のマップ）の交換に使用中のセルを表す。例えば、
１－１は、第１共通制御チャネルＣＣＨ１の第１スロット（ＤＬ１，ＵＬ１）を周波数チ
ャネル選択情報（＝制御情報フレームＣＴＬＦ中のマップ）の交換に使用中のセルを表す
。
【０１６９】
　（２）異なる周波数サブブロック間のチャネル選択優先順位
　データフレームの伝送時に周波数チャネルを選択するときの異なる周波数サブブロック
間におけるチャネル選択の優先順位について説明する。
【０１７０】
　無線通信システム１００は、図７に示すように、複数の共通制御チャネルのホッピング
パターンを束ねたパターングループ単位で各周波数サブブロックを使用する。そこで、同
一のパターングループ内（周波数サブブロック内）の優先的選択は、上記（１）において
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説明した方法によって与えられるものとし、パターングループ間（周波数サブブロック間
）におけるチャネルの優先的選択は、以下の方法によって行なわれる。
【０１７１】
　（ｉ）使用周波数チャネルの選択時点で周波数チャネル選択情報の交換に当該周波数サ
ブブロックを使用中のパターングループ
　（ｉｉ）データフレームの伝送予定時（次のタイムフレーム）において、周波数チャネ
ル選択情報に当該周波数サブブロックを使用するパターングループ
　（ｉｉｉ）上記（ｉ），（ｉｉ）に該当しないパターングループのうち、当該周波数サ
ブブロックに隣接する周波数サブブロックを使用中のパターングループ（該当するパター
ンが２個存在する場合は、使用周波数の低いパターングループ）
　（ｉｖ）上記（ｉ）～（ｉｉｉ）に該当しないパターングループ
　パターングループ構成（パターン番号の若い順に４個ずつグループ化）を行なった場合
の使用チャネル選択を時刻ｊ＝１にて行なう際（時刻ｊ＝２におけるデータフレームの伝
送）における各周波数サブブロックに対する周波数チャネルの選択優先順位は、表２に示
すようになる。
【０１７２】
【表２】

【０１７３】
　表２において、“ＦＳＢａ”は、第ａ周波数サブブロックを表し、“ＰＧｂ”は、第ｂ
パターングループを表す。
【０１７４】
　なお、時刻ｊ＝１以降における使用チャネル選択においても、図７に基づいてパターン
グループ間の選択優先順位が決定される。
【０１７５】
　従って、各移動端末１１～１ｉのチャネル決定手段１１４は、好ましくは、同一周波数
サブブロック内のチャネルを使用しているセル間においては、上述した表１に従ってデー
タチャネルＤＣＨを決定し、異なる周波数サブブロック間のチャネルを使用しているセル
間においては、上述した表２に従ってデータチャネルＤＣＨを決定する。
【０１７６】
　図１０は、無線通信システム１００の１つのセルに属するアクセスポイントおよび移動
端末の動作を説明するためのフローチャートである。
【０１７７】
　なお、図１０においては、セルＣ１に属するアクセスポイント１および移動端末１１の
動作を説明する。
【０１７８】
　一連の動作が開始されると、アクセスポイント１の選択手段１０４は、上述した方法に
よって、初期の共通制御チャネルＣＣＨ＿ｉｎｉを選択し、その選択した共通制御チャネ
ルＣＣＨ＿ｉｎｉを共通制御チャネルＣＣＨと設定する（ステップＳ１）。
【０１７９】
　そして、アクセスポイント１は、ｍ＝１を設定し（ステップＳ２）、共通制御チャネル
ＣＣＨを送信手段１０２へ出力する。その後、アクセスポイント１の送信手段１０２は、
タイムフレームＴＦ（ｍ）のセンシング期間において、受信手段１０３から受けた受信信
号強度情報に基づいて共通制御チャネルＣＣＨでキャリアセンスし（ステップＳ３）、共
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通制御チャネルＣＣＨが使用中であるか否かを判定する（ステップＳ４）。
【０１８０】
　ステップＳ４において、共通制御チャネルＣＣＨが使用中でないと判定されたとき、ア
クセスポイント１の送信手段１０２は、タイムフレームＴＦ（ｍ）の３個のスロット（＝
ＤＬ１，ＵＬ１；ＤＬ２，ＵＬ２；ＤＬ３，ＵＬ３）の中から任意の１個のスロットを選
択する（ステップＳ５）。
【０１８１】
　その後、アクセスポイント１の送信手段１０２は、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０でのキャ
リアセンス結果に基づいて、上述した方法によって、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状
況を示すマップを含む制御情報フレームＣＴＬＦ１を生成する（ステップＳ６）。
【０１８２】
　そして、アクセスポイント１の送信手段１０２は、タイムフレームＴＦ（ｍ）において
、選択したスロットで共通制御チャネルＣＣＨを用いて制御情報フレームＣＴＬＦ１を移
動端末１１へ送信する（ステップＳ７）。
【０１８３】
　そうすると、移動端末１１の受信手段１１３は、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０でフレーム
の到来検出を行い、共通制御チャネルＣＣＨで制御情報フレームＣＴＬＦ１を受信する（
ステップＳ８）。
【０１８４】
　そして、移動端末１１の受信手段１１３は、制御情報フレームＣＴＬＦ１をチャネル決
定手段１１４へ出力するとともに、制御情報フレームＣＴＬＦ１を受信したときの共通制
御チャネルＣＣＨを送信手段１１２へ出力する。
【０１８５】
　その後、移動端末１１のチャネル決定手段１１４は、制御情報フレームＣＴＬＦ１から
取り出したチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況と、送信手段１１２が観測したチャネル
ＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況とに基づいて、データチャネルＤＣＨを決定し（ステップＳ
９）、その決定したデータチャネルＤＣＨを送信手段１１２へ出力する。
【０１８６】
　移動端末１１の送信手段１１２は、データチャネルＤＣＨをチャネル決定手段１１４か
ら受け、共通制御チャネルＣＣＨを受信手段１１３から受ける。そして、移動端末１１の
送信手段１１２は、データチャネルＤＣＨを含む制御情報フレームＣＴＬＦ２を生成し（
ステップＳ１０）、アクセスポイント１と同じ番号のスロットを選択する（ステップＳ１
１）。例えば、アクセスポイント１がＤＬ１からなるスロットを選択したのであれば、移
動端末１１の送信手段１１２は、ＵＬ１からなるスロットを選択する。なお、アクセスポ
イント１～ｉおよび移動端末１１～１ｉ間では同期が取れているので、移動端末１１の送
信手段１１２は、受信手段１１３が制御情報フレームＣＴＬＦ１を受信したタイミング（
即ち、共通制御チャネルＣＣＨを受信手段１１３から受けるタイミング）によって、アク
セスポイント１が選択したスロットを検知できる。
【０１８７】
　ステップＳ１１の後、移動端末１１の送信手段１１２は、選択したスロットで共通制御
チャネルＣＣＨを用いて制御情報フレームＣＴＬＦ２をアクセスポイント１へ送信する（
ステップＳ１２）。
【０１８８】
　そして、アクセスポイント１の受信手段１０３は、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０でフレー
ムの到来検出を行ない、共通制御チャネルＣＣＨで制御情報フレームＣＴＬＦ２を受信し
（ステップＳ１３）、その受信した制御情報フレームＣＴＬＦ２を送信手段１０２へ出力
する。
【０１８９】
　その後、アクセスポイント１の送信手段１０２は、受信手段１０３から制御情報フレー
ムＣＴＬＦ２を受け、その受けた制御情報フレームＣＴＬＦ２からデータチャネルＤＣＨ
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を検出する（ステップＳ１４）。これによって、データチャネルＤＣＨがアクセスポイン
ト１および移動端末１１間で共有される。
【０１９０】
　そして、アクセスポイント１および移動端末１１は、データチャネルＤＣＨでキャリア
センスを行ない、データチャネルＤＣＨのうちに未使用なチャネルがあれば、データフレ
ームを生成し、未使用なチャネルを用いてデータフレームを時分割で相互に送受信する（
ステップＳ１５）。
【０１９１】
　なお、データチャネルＤＣＨの全てが使用中であれば、アクセスポイント１および移動
端末１１は、データフレームの送信を停止する。
【０１９２】
　一方、ステップＳ４において、共通制御チャネルＣＣＨが使用中であると判定されたと
き、アクセスポイント１の送信手段１０２は、制御情報フレームＣＴＬＦの送信を停止す
る（ステップＳ１６）。
【０１９３】
　そして、ステップＳ１５またはステップＳ１６の後、アクセスポイント１は、ｍ＝ｍ＋
１を設定し（ステップＳ１７）、タイムフレームＴＦ（ｍ）においてホッピングパターン
に従って共通制御チャネルを変更し、変更後の共通制御チャネルＣＣＨ＿ｈｏｐを共通制
御チャネルＣＣＨに設定する（ステップＳ１８）。
【０１９４】
　以後、一連の動作は、ステップＳ３へ戻り、上述したステップＳ３～ステップＳ１８が
繰返し実行される。
【０１９５】
　そして、ステップＳ５が２回目以降に実行される場合、アクセスポイント１の送信手段
１０２は、前回選択したスロットの番号を１つインクリメントしてスロットを選択し、Ｄ
Ｌ３からなるスロットを選択した後にスロットを選択するときは、ＤＬ１からなるスロッ
トを選択する。
【０１９６】
　このように、３個のスロットから１個のスロットを選択して制御情報フレームＣＴＬＦ
を送信することによって、同じ共通制御チャネルＣＣＨを使用するアクセスポイントは、
時分割で制御情報フレームＣＴＬＦを送信できる。
【０１９７】
　上述したように、この発明の実施の形態においては、タイムフレーム単位で共通制御チ
ャネルＣＣＨをホッピングパターンに従って変更し、時分割で制御情報フレームＣＴＬＦ
を送受信するので、最大で４８セル間で衝突を回避してデータフレームの通信用に用いる
データチャネルを示すデータチャネル選択情報を交換し、アクセスポイント１および移動
端末１１間でデータチャネル選択情報を共有できる。
【０１９８】
　また、チャネルＣＨ１～ＣＨ８０の全ての使用状況を示すマップは、タイムフレーム単
位（５ｍｓごと）で制御情報フレームＣＴＬＦに含まれてアクセスポイントから移動端末
へ送信されるので、周波数方向および時間方向の両方に随時変化する空いている周波数資
源を有効に利用できる。
【０１９９】
　なお、セルＣ２～Ｃｉに含まれるアクセスポイント２～ｉおよび移動端末１２～１ｉの
動作も、図１０に示すフローチャートに従って実行される。
【０２００】
　上記においては、共通制御チャネルＣＣＨのホッピングパターンは、図７に示すホッピ
ングパターンからなると説明したが、この発明の実施の形態においては、これに限らず、
共通制御チャネルＣＣＨのホッピングパターンは、一般的には、以下に説明するホッピン
グパターンからなる。
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【０２０１】
　無線通信システム１００では、セルＣ１～Ｃｉ間の同期が保持されている。このため、
共通制御チャネルの全ホッピングパターンは、互いに衝突が発生しないように設計される
必要がある。
【０２０２】
　また、制御情報の送信機会の公平性を確保するには、無線システム間の干渉の発生確率
を周波数方向および時間方向に平均化するために、各ホッピングパターンは、周波数帯域
を一様に使用し、かつ、近接の共通制御チャネルは、ある程度の間隔を空けて使用する必
要がある。更に、マルチセル環境における分散動的チャネル選択の際のリソース選択の競
合を回避するために、一定数のホッピングパターンは、常に周波数軸上で近接した共通制
御チャネルを使用するのが望ましい。
【０２０３】
　このような目的を満たす一般化されたホッピングパターンを説明する。
【０２０４】
　まず、以下の条件を仮定する。
【０２０５】
　（条件１）Ｎ（Ｎは２以上の整数）個のチャネルは、周波数軸上で等間隔に配置されて
いる。
【０２０６】
　（条件２）同時に受信可能なチャネル数（受信帯域幅に相当）Ｂｇの異なるＧ（Ｇは、
２以上の整数）種類の無線機（２≦Ｂ１＜Ｂ２＜・・・＜ＢＧ＝Ｎ）が存在する。
【０２０７】
　（条件３）一つ下位の無線機との間の受信可能チャネル数の比Ｒｇ＋１＝Ｂｇ＋１／Ｂ

ｇは、任意のｇ＝１，２，・・・，Ｇ－１に対して整数倍である。
【０２０８】
　そして、ホッピングパターンは、以下の構造からなる。
【０２０９】
　（構造１）各ホッピングパターンは一周期内で全てのチャネルを一度ずつ使用
　（構造２）各時刻において、全てのホッピングパターンはそれぞれ異なるチャネルを使
用
　（構造３）Ｎ個のチャネルは、番号順にＢＧ－１個ずつ（Ｎ／ＢＧ－１）個の１次チャ
ネルブロックに分割され、各ホッピングパターンは各１次チャネルブロックを交互に使用
　（構造４）Ｎ種類のホッピングパターンは、番号順にＢＧ－１種類ずつ（Ｎ／ＢＧ－１

）個の１次パターングループに分割され、同一１次パターングループに属するパターンは
、各時点において同一の１次チャネルブロックに属するチャネルを使用
　（構造５）各ｇ次チャネルブロックを構成するＢＧ－ｇ個のチャネルは、番号順にＢＧ

－ｇ－１個ずつ（Ｎ／ＢＧ－ｇ－１）個の（ｇ＋１）次チャネルブロックに分割され、各
ホッピングパターンは、各（ｇ＋１）次チャネルブロックを交互に使用
　（構造６）各ｇ次チャネルブロックを構成するＢＧ－ｇ種類のホッピングパターンは、
番号順にＢＧ－ｇ－１種類ずつ（Ｎ／ＢＧ－ｇ－１）個の（ｇ＋１）次パターングループ
に分割され、同一（ｇ＋１）次パターングループに属するパターンは、各時点において同
一の（ｇ＋１）次チャネルブロックに属するチャネルを使用
　表記の便宜上、Ｒ０＝１、Ｒ１＝Ｂ１、ＲＧ＋１＝１とすると、上記の構造１～構造６
を満たすＧ次のホッピングパターンｆＲ１，Ｒ２，・・・，ＲＧ（ｎ，ｊ）（第ｎパター
ン、第ｊホップ）は、次式によって表される。
【０２１０】
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【数２】

【０２１１】
　式（２）において、Ｐｇ［ｘ］は、入力ｘ＝０，１，・・・，Ｒｇ－１に対する任意の
置換を表す。
【０２１２】
　なお、作成されたホッピングパターンの全体に対して、任意の２チャネル間の置換（図
７における列置換）および任意の２時刻間の置換（図７における行置換）を施すことによ
り、構造１および構造２を満たす新たなホッピングパターンを作成することが可能である
。
【０２１３】
　［具体例１］
　式（１）によって表現されたホッピングパターンは、Ｒ１＝４、Ｒ２＝２、Ｒ３＝２、
およびＰｇ［ｘ］＝ｘとした場合のホッピングパターンｆ４，２，２（ｎ，ｊ）に相当す
る。
【０２１４】
　［具体例２］
　また、Ｒ１＝５、Ｒ２＝３、およびＰｇ［ｘ］＝ｘとした場合の２次のホッピングパタ
ーンｆ５，３（ｎ，ｊ）は、次式によって表される。
【０２１５】
【数３】

【０２１６】
　図１１は、式（３）によって表されるホッピングパターンを示す図である。式（３）に
よって表されるホッピングパターンを図示すると、図１１に示すようになる。
【０２１７】
　このように、この発明の実施の形態においては、アクセスポイント１～ｉは、一般的に
式（２）によって表されるホッピングパターンを用いて共通制御チャネルをタイムフレー
ム単位でホッピングし、そのホッピング後の共通制御チャネルが未使用である場合に、チ
ャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況を示すマップを含む制御情報フレームＣＴＬＦを移動
端末１１～１ｉへ送信する。そして、移動端末１１～１ｉは、アクセスポイント１～ｉか
ら受信した制御情報フレームＣＴＬＦに含まれるチャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況を
用いてデータフレームの送受信に用いるデータチャネルを決定してアクセスポイント１～
ｉへ送信する。
【０２１８】
　従って、アクセスポイント１～ｉおよび移動端末１１～１ｉが無線通信に用いる周波数
帯域が変化しても、他の無線システムへの干渉を回避してデータチャネルを選択するため
のデータチャネル選択情報（＝チャネルＣＨ１～ＣＨ８０の使用状況を示すマップ）を共
有できる。
【０２１９】
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　なお、この発明の実施の形態においては、アクセスポイント１～ｉの各々は、「無線装
置」または「第１の無線装置」を構成し、移動端末１１～１ｉの各々は、「第２の無線装
置」を構成する。
【０２２０】
　また、アクセスポイント１～ｉがタイムフレーム単位で制御情報フレームを送受信する
ことは、アクセスポイント１～ｉが制御情報フレームを定期的に送受信することに相当す
る。
【０２２１】
　更に、移動端末１１～１ｉがタイムフレーム単位で制御情報フレームを送受信すること
は、移動端末１１～１ｉが制御情報フレームを定期的に送受信することに相当する。
【０２２２】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は、上記した実施の形態の説明ではなくて特許請求の範囲
によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれる
ことが意図される。
【産業上の利用可能性】
【０２２３】
　この発明は、他の無線システムへの干渉を回避しながらチャネル選択情報を効率的に共
有可能な無線装置に適用される。また、この発明は、他の無線システムへの干渉を回避し
ながらチャネル選択情報を効率的に共有可能な無線装置を備えた無線通信システムに適用
される。
【符号の説明】
【０２２４】
　１～ｉ　アクセスポイント、１１～１ｉ　移動端末、１００　無線通信システム、１０
１，１１１　アンテナ、１０２，１１２　送信手段、１０３，１１３　受信手段、１０４
　選択手段、１０５　ホッピングテーブル、１０６，１１５　同期確立手段、１１４　チ
ャネル決定手段。
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